
- 1 - 

東大阪市 

誰もが暮らしやすい社会づくりに向けたアンケート 

報告書 

 

 

令和７年(2025年)３月 

東 大 阪 市 

■調査の概要 

①調査の目的 

本調査は、「第４次東大阪市男女共同参画推進計画」の見直しに関して、社会情勢に対応した適

切な施策を推進していくための基礎資料を得ることを目的として実施しました。調査内容は多岐

にわたりますが、この冊子では結果の概要を紹介します。 
 

②調査概要 

調査対象：18歳以上79歳以下の市内在住者3,000人を無作為抽出 

調査期間：令和６年（2024年）８月～９月 

調査方法：郵送またはＷＥＢ回答 

有効回収率：22.8％（682／2,987） 
 

③調査項目 

 仕事について、ワーク・ライフ・バランスについて、暮らしの悩みなどについて、子どもの育

て方や教育について、防災・・災害復興対策について、性のあり方について、配偶者や恋人間の暴

力について、男女共同参画社会の形成に関する意識について 

 

④報告書概要版の見方 

・図表中の「ｎ」は、それぞれの回答結果の割合の分母（100％にあたる数）です。 

・回答者が２つ以上の回答をすることができる複数回答形式の質問の場合も、回答者の総数(n)

に対して、それぞれの選択肢の回答者数の割合を示しており、図表上では、「ＭＡ％」（ＭＡ：

Multiple・Answer・の略）と表記しています。 

■回答者の年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要版 
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■本人の就労形態 

▼男女で就労形態に差がある 

就労している人が増えていますが、50歳代以下の女性は就労していない人が男性より多く、ま

たすべての年齢で女性の雇用形態に非正規が多く見られます。 

 

＜女性＞ ＜男性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■生活の中で第１に優先したい（されている）こと 

▼家庭・個人の生活を優先したい人が増加 

男性・・女性ともに家庭生活を最も優先したい人が多く、個人生活を優先したい人も増えていま

す。しかし現実には、特に男性で仕事優先の生活をしている人が多く、理想と現実のギャップ

が大きくなっています。 

 

《希望（理想）》 《現状（現実）》 
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仕事 家庭生活 地域活動 個人の生活 無回答
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正規社員・職員 非正規社員・職員（契約・派遣社員）

非正規社員・職員（パート・アルバイト） 自営業、またはその手伝いをしている

仕事を持っていない 無回答

１．仕事について 

２．ワーク・ライフ・バランスについて 
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■仕事と生活の調和を図るために必要なこと 

▼女性は労働条件の整備や在宅福祉・施設福祉の整備、育児・介護休業制度等の普及や取得

の促進などを望む声が多い 

「働く場の確保・・再雇用制度の推進・・充実」が最も多く、次いで・「労働条件の整備・（在宅勤務、

労働時間短縮、時差出勤の普及等）」、「介護など在宅福祉・・施設福祉の整備・・充実」が上位です。 

「育児・・介護休業制度、短時間勤務制度の普及や取得の促進」、「保育施設、学童保育など子育

て環境の整備・充実」などでは、女性が男性を大きく上回っています。 

【全体の上位５位】 
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51.9

50.2

44.3

44.9

44.3

0 20 40 60 80

働く場の確保・再雇用制度の推進・充実

労働条件の整備（在宅勤務、労働時間短縮、時差出勤の普及等）

介護など在宅福祉・施設福祉の整備・充実

育児・介護休業制度、短時間勤務制度の普及や取得の促進

家族や配偶者の理解・協力

保育施設、学童保育など子育て環境の整備・充実

(MA%)

全体

(n=682)

女性

(n=377)

男性

(n=287)

ワーク・ライフ・バランスとは？  
誰もが、仕事、家庭生活、地域活動、個人の自己啓発など、様々な活動について、自ら希望するバラ

ンスで取り組むことができる状態のことです。  
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■女性の望ましい働き方と実際の働き方 

▼女性が望む働き方は「就労継続」であるが、実際は「再就労」 

女性の・ 望ましい働き方”は、男女ともに・「就労し、出産したら育児休業した後、職場に働き

方を変えて復帰する」・（就労継続）が最も多くなっています。・ 実際の働き方”は、「就労し、出

産を機に退職し、家事・・育児に余裕ができたら就労する」・（再就労）が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■望ましい働き方                  ■実際の働き方 
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結婚や出産をするしないに
関わらず、働き続ける

結婚するまで働き、結婚後
は家事に専念する

就労し、出産を機に退職し、
家事・育児に専念する

就労し、出産したら育児休
業した後、職場に休業前と

同じ働き方で復帰する

就労し、出産したら育児休
業した後、職場に働き方を

変えて復帰する

就労し、出産を機に退職し、
家事・育児に余裕ができた

ら就労する

就労せず、出産し、家事・
育児に余裕ができてから就

労する

仕事にはつかない

その他

無回答
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結婚するまで働き、結婚後
は家事に専念する

就労し、出産を機に退職し、
家事・育児に専念する

就労し、出産したら育児休
業した後、職場に休業前と

同じ働き方で復帰する

就労し、出産したら育児休
業した後、職場に働き方を

変えて復帰する

就労し、出産を機に退職し、
家事・育児に余裕ができた

ら就労する

就労せず、出産し、家事・
育児に余裕ができてから就

労する

仕事にはつかない

その他

該当しない（男性で、女性
の配偶者はいない）

無回答
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■生活の中でのストレス   ■ストレスについての相談相手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼経済的なストレスが最も多い 

「経済的なこと」が最も多く、次いで

「自分の健康状態のこと」、「家族の健

康状態のこと」となっています。 

 

▼女性よりも男性の方が 「誰にも相談しな

い」「相談する人はいない」が多い 

「配偶者・恋人」が最も多く、次いで「友

人・知人」、「配偶者以外の家族・親族」と

なっています。「誰にも相談しない」「相談

する人はいない」は女性より男性の方が高

くなっています。公的機関・民間の相談機

関より医療機関に相談する人が多いです。 
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配偶者以外の家族・親族

友人・知人

職場の上司・同僚や学校の
先生・先輩・後輩

医療機関（病院・
クリニック）

公的機関

民間の相談機関

インターネット
（ＳＮＳを含む）

その他

相談する人はいない

どこに相談してよいか
わからない

誰にも相談しない

無回答

(MA%)

３．暮らしの悩みなどについて 
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将来のこと

その他

特にない

無回答

(MA%)
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■子どもに身につけてほしいこと 

▼「女の子」と「男の子」で身につけてほしいことが違う 

「必ず身につけるべき」の割合は、女の子では・ 家事・・育児の能力”が最も高く、男の子では

 自立できる経済力”が最も高くなっています。 

 

■自立できる経済力 

 〔男の子〕 〔女の子〕 

 

 

 

 

 

■家事・育児の能力 

 〔男の子〕 〔女の子〕 

 

 

 

 

 

■家族や周囲の人と協調して円滑に暮らす力 

 〔男の子〕 〔女の子〕 

 

 

 

 

 

■自分の意思によって社会とかかわる力 

 〔男の子〕 〔女の子〕 

 

 

 

 

 

■困った時に助けを求める力 

 〔男の子〕 〔女の子〕 
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36.3
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必ず身につけるべき できれば身につけてほしい あまり身につけなくてよい 身につけなくてよい 無回答

※・「必ず身につけるべき」の上位５位 

４．子どもの育て方や教育について 
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■防災・災害復興対策において、性別や多様性に配慮した防災に必要な取り組み      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼避難所運営や備蓄物資について、性別や多様性への配慮を求める声が多い 

「避難所の運営や備蓄物資の配備について、性別にかかわらず多様な人の意見を取り入れ

る」が男女とも最も多く、次いで・「性別や立場によって異なる災害時の備えについて理解

を深める」、「日頃から性別にかかわらず全ての人とのコミュニケーション・地域のつなが

りを大切にする」となっています。 

自主防災組織とは？  
自主防災組織は、「自分たちの地域は自分たちで守る」という自覚、連帯感に基づき、自主的に結成す

る組織で、災害による被害を予防し、軽減するための活動を行う組織です。東大阪市では校区自治連合

会の組織を活かして結成されています。 

災害による被害を最小限にくい止め、地域住民の生命と財産を守っていくためには、地域住民自らが災

害の初期の段階で適切な防災活動を行うことが大変重要となります。 
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2.2

48.5

66.8

25.2

30.5

58.6

53.8

34.7

1.3

0.3

5.0

2.1

49.8

63.1

19.2

26.8

53.3

47.4

35.2

1.4

0.7

5.2

1.7
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男性
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性別にかかわらず多様な人が参加できる防災訓練
や防災講演会に取り組む

避難所の運営や備蓄物資の配備について、性別に
かかわらず多様な人の意見を取り入れる

自治会や地域の自主防災組織の女性リーダーを
増やす

市の防災会議、防災担当に女性の委員、職員を
増やす

性別や立場によって異なる災害時の備えについて
理解を深める

日頃から性別にかかわらず全ての人とのコミュニ
ケーション・地域のつながりを大切にする

日頃から性別にかかわらず全ての人の平等や、
男女共同参画についての意識を高める

その他

どれも必要ではない

わからない

無回答

(MA%)

５．防災・災害復興対策について 
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■性的マイノリティの人々にとって生活しやすい社会を実現するために必要な対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼生活環境での配慮が求められている 

「生活環境での配慮・（性別に関係なく選べる制服、多目的トイレの設置など）」が最も多く、次

いで「誰もが働きやすい職場環境づくりの取り組み」となっています。 

「市独自の・（婚姻に準ずる）パートナーシップ制度等を導入する」・「誰もが働きやすい職場環境

づくりの取り組み」で女性が男性を大きく上回っています。 

 

 

性的マイノリティとは？  
性的指向 （恋愛感情又は性的感情の対象となる性別についての指向）が同性や両性であったり、性自認

（自分の性別をどう認識しているか）が身体的性別と一致していないなどの人々のことです。 

46.2

55.0

32.8

44.3

51.2

46.9

33.7

18.5

24.8

19.8

2.8

4.8

2.9

46.9

57.6

38.7

46.4

56.2

48.3

35.8

17.2

26.3

22.0

2.4

3.2

3.2

46.3

51.9

25.8

42.2

45.6

46.0

32.4

20.6

23.3

16.4

3.5

7.0

1.4

0 20 40 60

全体

(n=682)

女性

(n=377)

男性

(n=287)

偏見や差別解消等を目的とする、法律や条例等の整備

生活環境での配慮（性別に関係なく選べる制服、
多目的トイレの設置など）

市独自の（婚姻に準ずる）同性パートナーシップ
制度等を導入する

児童・生徒に対する教育の充実

誰もが働きやすい職場環境づくりの取り組み

誰もが平等に受けられる医療・公共サービス・
社会保障の整備

相談窓口や当事者同士が話せる場所の充実

行政による市民への周知啓発活動の実施

行政職員や小中高校などの教職員に対する研修の実施

性別記載欄の見直し

その他

どれも必要ではない

無回答

(MA%)

６．性のあり方について 
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■配偶者や恋人間の暴力の状況 

 

 

 

 

 

 

身体的暴力 殴る蹴る、首をしめる、つきとばす、髪を引っ張る、物をなげつける など 

精神的暴力 どなる、脅す、ばかにする、無視する、自殺をほのめかす など 

性的暴力 性行為を強要する、避妊に協力しない など 

経済的暴力 生活費を渡さない、外で働かせない、借金を繰り返す など 

社会的暴力 外出を制限する、メールや電話をチェックする、友人や家族と会わせない など 

子どもを利用した暴力 子どもを取り上げると脅す、子どもに暴力を見せる など 

 

【配偶者や恋人間の暴力の状況（されたこと） ※過去５年間】 

〔身体的暴力〕 〔精神的暴力〕 

 

 

 

 

 

 

 

〔性的暴力〕 〔経済的暴力〕 

 

 

 

 

 

 

 

〔社会的暴力〕 〔子どもを利用した暴力〕 

 

 

 

 

 

 

 

▼精神的暴力が最も多い 

配偶者や恋人にされたことが・ あった・（ある）』は・ 精神的暴力”が最も多く、次いで 経済的

暴力”、 身体的暴力”となっています。いずれの暴力も男性より女性のほうが高い割合となっ

ています。 

0.6

0.8

0.3

2.6

3.4

1.4

76.2

74.0

81.2

20.5

21.8

17.1

全体
(n=682)

女性
(n=377)

男性
(n=287)

(%)
0 20 40 60 80 100

4.5

6.4

2.4

6.5

7.7

5.2

68.2

63.9

75.3

20.8

22.0

17.1

全体
(n=682)

女性
(n=377)

男性
(n=287)

(%)
0 20 40 60 80 100

0.6

1.1

0.0

1.8

2.9

0.3

76.4

73.2

82.2

21.3

22.8

17.4

全体
(n=682)

女性
(n=377)

男性
(n=287)

(%)
0 20 40 60 80 100

1.5

2.4

0.3

1.8

2.4

0.7

76.0

72.9

81.9

20.8

22.3

17.1

全体
(n=682)

女性
(n=377)

男性
(n=287)

(%)
0 20 40 60 80 100

0.7

0.8

0.7

2.1

2.7

1.0

76.2

74.0

81.2

21.0

22.5

17.1

全体
(n=682)

女性
(n=377)

男性
(n=287)

(%)
0 20 40 60 80 100

0.4

0.8

0.0

0.7

0.8

0.7

77.9

76.4

81.5

21.0

22.0

17.8

全体
(n=682)

女性
(n=377)

男性
(n=287)

(%)
0 20 40 60 80 100

何度もあった（ある） １、２度あった（ある） ない 無回答

７．配偶者や恋人間の暴力について 
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■配偶者や恋人から暴力の被害にあった際の相談機関や窓口の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼相談機関や窓口を知らない人が約２割 

「警察」が最も多く、次いで・「東大阪市配偶者暴力相談支援センター・（Ｖ 相談室）」、「東大阪

市立男女共同参画センター・イコーラム みんなの相談室」となっています。一方で、「いずれ

も知らないが約２割となっています。 

13.0

11.0

9.7

8.2

66.9

3.4

10.7

0.7

19.1

6.3

13.8

13.0

11.7

7.7

66.3

3.7

10.9

0.8

18.3

6.9

11.8

8.7

7.0

9.1

69.3

2.4

10.5

0.7

19.2

4.9

0 20 40 60 80

全体

(n=682)

女性

(n=377)

男性

(n=287)

東大阪市配偶者暴力相談支援センター
（ＤＶ相談室）

東大阪市立男女共同参画センター・
イコーラムみんなの相談室

大阪府女性相談センター

大阪府東大阪子ども家庭センター
（ＤＶ専用）

警察

ＤＶ相談＋（プラス）内閣府相談窓口

地域の相談窓口（人権擁護委員、民生
委員・児童委員）

その他

いずれも知らない

無回答

(MA%)
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■社会における男女平等意識 

▼女性の方が不平等感を感じている 

 平等になっていると思わない』の割合は職場・（賃金や待遇など）が最も高く、次いで・ 社会

全体からみて”、・ 雇用の機会や働く分野では”の順で高いです。いずれの項目も男性より女性

のほうが高く、特に家庭、法律や制度、慣習、地域活動で差が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜女性＞ ＜男性＞ 

 

 

  

８．男女共同参画社会の形成に関する意識について 

9.0

2.1

2.7

5.6

3.7

2.1

2.9

1.9

1.9

23.1

9.8

8.8

10.3

10.6

6.1

7.2

10.1

7.7

40.6

28.9

24.1

30.0

41.1

32.9

35.3

29.2

29.4

11.9

30.0

29.2

26.8

22.8

28.6

30.0

31.0

32.4

11.1

26.0

31.6

23.9

18.3

27.1

22.0

24.9

26.3

4.2

3.2

3.7

3.4

3.4

3.2

2.7

2.9

2.4

学校教育の場では

雇用の機会や働く分野では

職場（賃金や待遇など）では

家庭生活の場では

地域活動、社会活動への参加
では

社会通念・慣習やしきたり
（冠婚葬祭など）では

法律や制度では

政治・経済活動への参加では

社会全体からみて

(%)

0 20 40 60 80 100

(n=377)

17.4

5.6

7.0

10.1

8.0

6.6

7.7

7.0

4.5

29.3

17.1

13.9

19.2

17.4

14.3

15.0

11.5

12.2

31.0

27.2

27.9

37.6

46.0

35.5

40.1

35.9

33.1

9.1

25.1

25.8

18.5

16.7

23.7

20.2

26.5

30.3

9.8

20.9

22.6

11.8

8.7

16.7

13.2

16.4

17.1

3.5

4.2

2.8

2.8

3.1

3.1

3.8

2.8

2.8

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=287)

12.6

3.8

4.7

7.3

5.4

4.0

4.8

4.0

2.9

25.7

12.8

11.0

13.8

13.2

9.5

10.6

10.6

9.4

36.4

28.2

25.7

32.8

43.1

33.7

37.1

32.0

30.8

10.6

27.7

27.6

23.2

20.2

26.4

25.4

28.4

31.1

10.6

23.6

27.3

19.4

14.4

22.9

18.6

21.8

22.9

4.3

4.0

3.8

3.5

3.7

3.5

3.5

3.2

2.9

学校教育の場では

雇用の機会や働く分野では

職場（賃金や待遇など）では

家庭生活の場では

地域活動、社会活動への参加では

社会通念・慣習やしきたり
（冠婚葬祭など）では

法律や制度では

政治・経済活動への参加では

社会全体からみて

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=682)

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答
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令和７年（2025年）３月 

東大阪市 人権文化部 多文化共生・男女共同参画課 

〒577－8521 東大阪市荒本北一丁目１番１号 

TEL：06-4309-3300（直通） FAX：06-4309-3823 
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